
第49 回大 会〕

I Ra － 7

家政学原論・家庭経営・家庭経済・家族関係

女性の就職・再就職の意思決定行為と人格的発達との関連

～女子大生と消費生活アドバイザーを対象として～

渡漫厚子（奈良女大・院）

【目的】 本研究では，成人期の生活構造の確立過程になされる重要な意思決定の中で就

職・再就職をとりあげ，特に女t生の個人 の意思決定行為と人格的な特性の発達の関連性を

検討するため に，探索的な研究を試みる。

【方法】　 調査対象者:(a) 消費生活アドバイザー95 名，平均年齢:44.7 歳(SD6. 9).   (b)女

子大学４年生222 名，平均年齢:22.1 歳（SDO. 6)    調査時期:1995 年10 月　 調査項目：①意

思決定行為の根掟: （1)意思決定プロセススタイル尺度,   7件法.  24項目,   （2）意思決定対

処 スタイル尺度(a) 決定時の自己評価.   4件法.   6 項目，(b) 決定時のストレ ス項目,   4 件

法,  10項目.   (c)決定反応スタイル項目.   4 件法， 〈自己満足型〉 〈防衛的回避型〉 く短

慮型〉 〈決断型〉の４因子構造をもつ24 項目（いずれもRadford et al..l989 を一部修正）。

②人格的発達 の測定：個人志向性・社会志向性ＰＮ 尺度.   5件法，30 項目（伊藤, 1995）。

【結果と考察】 消費生活アドバイザーは女子大生に比べ 「決断型」の得点 が高かった

（Ｔ ［92,216 ］=4. 09, P<. 001）。人格的特性については前者は後者に比べ，個人志向性と

社 会志向性の相関がより高く，統合が進んでいることを示唆した。また，消費生活アド バ

イザー，女子 大生に共通して，“個人志向性が発達した人は情報処理過程，個人 の目標や

価値観，問題点を明確にすることを重視し，決定時の自己評価が高く，ストレスが低く，

「決断型」の決定反応スタイルをとる”という関連性が示唆された。

1 Ra －8 企業経営と女性労働者に関する制度 一企業内保育園の閉園を例として一

野城　尚代　（日本女大）

［目的］ 事業所内保育施設数は増加の傾向にあり、また、厚生省は特別保育対策等の充

実の一つとして推進している。
しかし、1996 年３月に「モデル」ともいわれた企業内保育園が閉園した。この保育

園は、1982 年１０月に企業の女性労働者に関する制度の一つとして導入された。当該

企業は、19  70 年に大卒女子の定期採用を始めてから、1980 年にライセンス制度
（再就職制度）を導入し、1  984 年にはケアタイムシステムを導入するなど、積極的に
女性が働きやすい職場作りを行ってきた。この諸制度を反映して、当該企業は働く女性の

情報誌である「日経Woman 」に女性が働きやすい会社の１位に挙げられたことがある。
女性労働者に関する制度が整っている企業において､しかも「モデル」ともいわれた企

業内保育園の閉園の理由を考察する。
［方法］　まず、事業所内保育施設の概況を把握する。次に、当該企業の関連文献や『労
務事情』・『日経Woman 』等の雑誌や「会社案内」を主とする企業資料の収集・分析

を行う。また、1993 年９月から11 月に実施した、当該企業を含む百貨店の女性労働
者の調査も参考にする。あわせて、当時の保育園関係者等にヒアリングする。以上を整理・

分析し、企業経営と企業内保育園を例とした女性に関する制度について考察する。
［結果］　企業内保育園が開園された時期は、当該企業の第２次多店舗展開期であった。

閉園の背景には、企業の業績の悪化やリストラという側面があることを否めない。企業内
保育園は、企業の方針や業績に左右されやすいという不安定な側面をもつ。
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